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鳥栖市 循環型社会形成推進地域計画 

 

佐賀県 鳥栖市 

令和 5年 11月 20日 作成 

令和 6年 12月 27日 変更 

令和 8年 1月 13日 変更 

 

１．地域の循環型社会を形成するための基本的な事項 

（１） 対象地域 

 構成市町村名 鳥栖市 

 面    積 71.72km2 

 人    口 74,229人（令和 5年 3月 31日現在） 

該 当 地 域 人口（5万人以上） 

出典：【面積】「令和 5 年全国都道府県市区町村別面積調（4 月 1 日時点）」 
【人口】「鳥栖市 HP（令和 5 年 3 月 31 日）」 

※1 対象地域は添付資料①のとおり。 
※2 対象の処理施設の位置は添付資料③のとおり。 

 

（２） 計画期間 

本計画は、令和 6年 4月 1日から令和 11年 3月 31日までの 5年間を計画期間とする。 

なお、目標達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すもの

とする。 

 

（３） 基本的な方向 

鳥栖市（以下「本市」という。）は佐賀県の東端に位置し、北は脊振山地を隔てて福岡平野、

南は筑後川をはさんで久留米市に隣接している。市内には九州自動車道・長崎自動車道・大

分自動車道が交差する鳥栖ジャンクション、ＪＲ鹿児島本線とＪＲ長崎本線の分岐点となる

鳥栖駅や新幹線駅の新鳥栖駅があり、九州における交通の要衝として発展してきた。 

本市のごみ処理の基本的な方向については、住民、事業者、行政が連携し、効率的かつ経

済的な廃棄物の適正処理を進めるとともに、3R（リデュース［発生抑制］、リユース［再使用］、

リサイクル［再生利用、再資源化］）の推進及び地球温暖化対策に取り組むことで、持続可能

な循環型社会の実現を目指すものとする。 

ごみ処理・処分については、現在、佐賀県東部環境施設組合（鳥栖市、神埼市、吉野ヶ里

町、上峰町及びみやき町）のエネルギー回収型廃棄物処理施設及びリサイクルプラザで処理

を行っている。また、本市では資源物広場において、資源物の常設拠点回収を行い、リサイ

クルプラザ及び民間施設で処理を行っている。 

今後は、佐賀県東部環境施設組合において、更なる広域化処理を実施していくため、リサ

イクルプラザ及び脊振共同塵芥処理組合の施設を新たに整備するマテリアルリサイクル推進

施設 1 施設に集約化する計画である。（吉野ヶ里町リサイクルセンターは除く。）また、資源

物回収の推進のため、既存焼却施設を解体撤去し、新たに資源物の常設拠点回収を行うため
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のストックヤードを整備する。ストックヤードでは、プラスチックのリサイクルを促進する

ため、現在分別回収を行っている容器包装プラスチックに加え、その他のプラスチック使用

製品についても分別回収を行う計画である。  
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（４） ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

佐賀県のごみ処理広域化計画では、鳥栖・三養基西部環境施設組合を構成する鳥栖市、上

峰町及びみやき町と、脊振共同塵芥処理組合を構成する市町のうち神埼市及び吉野ヶ里町の

計 2市 3町で広域化を進める方針としている。 

現在は、広域化の方針に従い、新たな枠組みとして佐賀県東部環境施設組合（鳥栖市、神

埼市、吉野ヶ里町、上峰町及びみやき町）による広域処理体制の整備を進めている状況であ

る。 

可燃ごみについては、エネルギー回収型廃棄物処理施設を整備しており、令和 6 年 4 月よ

り稼働開始した。資源ごみや不燃・粗大ごみについては、令和 6 年度以降は脊振共同塵芥処

理組合の施設を鳥栖・三養基西部環境施設組合の施設へ集約したのち、令和 11年度以降に新

たに整備するマテリアルリサイクル施設 1施設に集約化する計画としている。 

 

（５） プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

住民がプラスチック使用製品の使用を合理化し、プラスチック使用製品廃棄物の排出を抑

制するよう、また認定プラスチック使用製品を使用するよう本市のホームページや広報紙等

で啓発・情報提供を行う。 

従来より、容器包装プラスチックは、資源物広場にて分別回収を行い、鳥栖・三養基西部

リサイクルプラザで再資源化を行っていた。今後は、既存焼却施設を解体撤去しストックヤ

ードの整備を行い、新たにプラスチック使用製品を分別回収対象とすることで、プラスチッ

クのリサイクルを促進する。なお、プラスチック使用製品については、令和 11年度までに分

別回収対象とする計画であり、今後、再資源化先について、広域のリサイクル施設への搬出

または本市単独の再資源化ルート（容リ法、民間）などの検討を進めていく。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１） 一般廃棄物の処理の現状 

令和 4年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1のとおりである。 

集団回収量を含めた総排出量は 26,908トンであり、総資源化量は 6,073トン、リサイクル

率は 22.6％である。中間処理による減量化は 20,452 トンであり、集団回収量を除いた排出

量のおおむね 8 割が減量化されている。また、集団回収量を除いた排出量の約 1.5％に当た

る 383トンが埋め立てられている。 

本市の可燃ごみを処理している溶融資源化センターでは、発生した熱エネルギーを回収し

て発電（サーマルリサイクル）を行い、場内利用を行っている。 

 

 
※( )は計画処理量に対する割合、【 】は総排出量（ごみ排出量＋集団回収量）に対する割合。 

 

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和 4年度実績） 
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（２） 一般廃棄物の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表 1

のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表 1 減量化・再生利用に関する現状と目標 

指標 
現状(割合) 

(令和 4 年度） 

目標(割合) 

(令和 11年度） 

排出量 

事業系 
事業系総排出量 9,447 トン 9,256 トン (-2.0%) 

1 事業所当たりの排出量 2.60 トン/事業所 2.33 トン/事業所 (-10.4%) 

生活系 
生活系総排出量 16,839 トン 17,141 トン (1.8%) 

1 人当たりの排出量 209.5kg/人 203.9kg/人 (-2.7%) 

合計 26,286 トン 26,397 トン (0.4%) 

総排出量※1 26,908 トン 27,161 トン (0.9%) 

集団回収量 622 トン 764 トン (22.8%) 

再生利用量 
直接資源化量 1,264 トン 4.8% 1,650 トン (6.3%) 

総資源化量 6,073 トン 22.6% 6,777 トン (25.0%) 

エネルギー 

回収量 
エネルギー回収量 8,754MWh-GJ 24,900MWh-GJ  

減量化量 中間処理による減量化量 20,452 トン 77.8% 20,384 トン (77.2%) 

最終処分量 埋立最終処分量 383 トン 1.5% 0 トン (0.0%) 
※1 人口増に伴い総排出量は増加するが、1 事業所当たりの排出量及び 1 人当たりの排出量は減少していく見込

みである（添付資料②参照）。 
※2 排出量、集団回収量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合。 

総排出量＝事業系ごみ総排出量＋生活系ごみ総排出量＋集団回収量 
1 事業所当たりの排出量＝(事業系ごみの総排出量－事業系ごみの資源ごみ量)/事業所数 
1 人当たりの排出量＝（生活系ごみの総排出量－生活系ごみの資源ごみ量)/人口 
エネルギー回収量は施設全体の値 

《指標の定義》 
排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収ごみを除く）〔単位：トン〕 
総排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収ごみを含む）〔単位：トン〕 
総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 
エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量

〔単位：GJ〕 
減量化量：中間処理量と処理後の残渣量の差〔単位：トン〕 
最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 
 

 
※( )は計画処理量に対する割合、【 】は総排出量（ごみ排出量＋集団回収量）に対する割合。 

図 2 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー  
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３．施策の内容 

（１） 発生抑制、再使用の推進 

ア 有料化 

ごみ処理の有料化制度は、ごみ処理に対する意識改革につながり、費用負担を減らそう

とする経済的な動機づけが働くことにより、ごみの排出抑制や分別を促進するうえでは有

効な方法の一つとされている。 

本市では有料指定袋制度を導入しているが、更なるごみの排出抑制や分別の促進及びご

み処理の広域化を円滑に進めるために、分別収集区分等の見直しとともに、必要に応じて

本市が採用している指定袋等の料金体系の見直しの方向性などについても検討を進めてい

く。 

 

イ 環境教育、普及啓発 

環境教育・普及啓発の充実のため次の活動に努める。市民、事業者に対してごみの減量

化・再生利用、さらにはごみの適切な分別に関する啓発や情報提供を行う。また、ごみの

減量化に関する社会意識を育むため、学校や地域社会の場において、副読本の活用やごみ

処理施設の見学、地域のイベントへの参加などを通じた環境教育に積極的に取り組む。 

〇環境教育の充実 

・お祭りなどを含めた各種イベント時の環境ブースの出展 

・小中学校でのごみ問題に関する出前講座 

〇広報等による普及啓発 

・地域の公民館などでのリサイクルやごみ減量に関する出前講座の開催 

・広報等での適正分別への協力、ごみ減量に関する記事の掲載 

・ホームページを通じた情報を得やすい環境の整備と積極的な情報提供（生ごみの水

切りの徹底、ダンボールコンポストを含めた生ごみ堆肥化や堆肥の利用方法、集団

回収への参加及び店頭回収を行っている店舗など） 

〇ごみ処理施設見学 

・小中学校を対象としたごみ処理施設の見学等の推進や環境教育の普及 

 

ウ ごみの減量（３Ｒの推進） 

本市の家庭のごみ減量・リサイクル活動への意識の向上を図るため、次の活動に努める。 

〇マイバッグ運動の推進 

・マイバッグ運動の周知・広報 

〇リユースの促進 

・各種団体が行うフリーマーケット等に関する場所の提供や情報提供 

〇適正分別の推進 

・ホームページや広報等の活用による適正なごみ分別の周知 

〇助成事業の推進 

・生ごみ堆肥化容器等や集団回収への助成事業の推進  
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エ 事業系ごみの適正処理の推進 

事業所のごみ減量・リサイクル活動への意識の向上を図るため、次の活動に努める。 

〇マイバッグ運動の推進 

・佐賀県が推奨する「マイバッグ・ノーレジ袋推進店」との連携 

〇店頭回収の推進 

・スーパー等で実施されている食品トレイ等の店頭回収の推進・拡大 

・本市のホームページや広報などを活用した店頭回収に取り組む事業者の活動内容の

住民への啓発 

〇事業系ごみの指導強化 

・一定規模以上の事業者へのごみ減量・リサイクルに対する指導の強化 

〇各講習会の開催 

・事業所に対するごみ減量に関するセミナーの開催 

・収集運搬許可業者に対する収集運搬の適正化の周知のための講習会の実施 

〇事業系ごみの展開検査・指導の実施 

・収集運搬許可業者の収集車両の展開検査・指導の実施 

 

（２） 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

ごみの分別・処理体制については、表 2に示すとおりである。 

以前のごみ処理体制については、鳥栖・三養基西部環境施設組合（鳥栖市、上峰町、み

やき町）が管理する一般廃棄物処理施設で処理を行う体制となっていた。 

現在は、広域化の方針に従い、新たな枠組みである佐賀県東部環境施設組合（鳥栖市、

神埼市、上峰町、みやき町、吉野ヶ里町）において、持続可能な適正処理の確保に向けた

更なるごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化を進めている。焼却施設については現

在エネルギー回収型廃棄物処理施設を整備しており、令和 6 年 4 月より稼働開始した。不

燃ごみや資源ごみの中間処理についても、令和 11年度以降は新たに整備するマテリアルリ

サイクル推進施設に集約化する計画である。また、本市のストックヤードではプラスチッ

クのリサイクルを促進し、ごみの減量化及び資源化の推進を図る。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系ごみは、本市の許可する業者による収集または事業者による直接持ち込みとして

おり、今後も現状と同様の処理体制とする。また、事業系一般廃棄物の排出事業者に対し

て、事業者の排出責任に基づき適正処理とごみ減量・リサイクル活動へ積極的に取り組む

よう指導していく。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現状では、産業廃棄物の処理は行っていないことから、今後もこれを継続する方針とす

る。  
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圧
縮

・
売

却

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

類
（

容
器

包
装

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

、
発

泡
ス

チ
ロ

ー
ル

、
白

色
ト

レ
イ

）

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

類
（

容
器

包
装

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

、
発

泡
ス

チ
ロ

ー
ル

、
白

色
ト

レ
イ

、
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
使

用
製

品
）

再
資

源
化

食
用

品
油

食
用

品
油

再
資

源
化

廃
乾

電
池

等
廃

乾
電

池
等

再
資

源
化

そ
の

他
そ

の
他

再
資

源
化

可
燃

ご
み

不
燃

・
粗

大
ご

み
不

燃
・

粗
大

ご
み

〇
可
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残
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エ

ネ
ル

ギ
ー
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収

型
廃

棄
物

処
理

施
設

〇
不

燃
残

渣
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

型
廃

棄
物

処
理

施
設

〇
資

源
化

物
民

間
施

設
、

指
定

法
人

等

資 源 ご み

リ
サ

イ
ク

ル

〇
食

用
品

油
以

外
資

源
物

広
場

(
一

時
貯

留
)
→

リ
サ

イ
ク

ル
プ

ラ
ザ

〇
食

用
品

油
資

源
物

広
場

(
一

時
貯

留
)
→

民
間

施
設

資 源 ご み

リ
サ

イ
ク

ル

〇
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
類

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
(
一

時
貯

留
)
→

マ
テ

リ
ア

ル
リ

サ
イ

ク
ル

推
進

施
設

、
民

間
施

設

〇
食

用
品

油
ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
ド

(
一

時
貯

留
)
→

民
間

施
設

〇
そ

の
他

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
(
一

時
貯

留
)
→

マ
テ

リ
ア

ル
リ

サ
イ

ク
ル

推
進

施
設

現
状

（
令

和
4
年

度
）

今
後

（
令

和
1
1
年

度
）

分
別

区
分

処
理

方
法

分
別

区
分

処
理

施
設

等
処

理
施

設
等

処
理

方
法
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（３） 処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

 表 3-1のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表 3-1 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 

処理 

能力 
設置予定地 事業期間 

国土 

強靭化 

プラ要件化

の経過措置

の適用事業 

1 

マテリアルリサ

イクル推進施設 

（仮称）資源物

等ストックヤー

ド 

（仮称）資源物等

ストックヤード整

備事業 

約 600m2 
鳥栖市真木町字

今川 10 番地 

令和 6 年度 

～ 

令和 8 年度 

- － 

 

（整備理由） 

事業番号 1 既存焼却施設を解体撤去しストックヤードの整備を行い、新たにプラスチック使用製

品を分別回収対象とすることで、プラスチックのリサイクルを促進する。 

 

（４） その他の施策 

その他、本市の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア リサイクル製品の積極的な活用 

行政が率先してエコマーク商品やグリーン商品の調達・利用拡大に努め、広報等によっ

ても啓発を継続する。 

 

イ 小型家電等のリサイクル推進 

小型家電については、本市では金物ごみとして回収しており、その後鳥栖・三養基西部

リサイクルプラザにおいてレアメタルの回収を行っている。パソコンについては、本市と

協定を締結した業者による宅配便を利用した回収を行っており、小型家電も回収が可能と

なっている。 

引き続き、組合等との各種検討・協議を踏まえた上で、レアメタルのリサイクルを推進

する方針とする。 

 

ウ 不法投棄対策 

空き缶やたばこのポイ捨て、不法投棄などの問題に対する住民、事業者、行政の 3 者に

よる情報共有のあり方について引き続き検討を行う。 

ごみの不法投棄対策として、自治会や警察等の関係機関と連携し、パトロール等を継続

して実施する方針とする。 
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エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

「鳥栖市災害廃棄物処理計画（平成 31 年 3 月）」に基づいて、災害時のごみ処理を円滑

に行えるよう対応を図る。 

なお、今後、被害想定の見直しや、国が示す指針の改定などがあった場合には、適宜見

直しを行う。 
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４．計画のフォローアップと事後評価 

（１） 計画のフォローアップ 

本市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、

佐賀県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（２） 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計

画の事後評価、目標達成状況の評価を行い、結果を公表する。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものと

する。 
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添付書類 
 

〇様式 1 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表 1 

〇様式 2 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表 2 

 （地域内の計画事業を年度ごとにまとめたもの） 

（添付資料①） 対象地域図 

（添付資料②） トレンドグラフ 

（添付資料③） 地域内施設の状況と予定（位置図） 

（添付資料④） ハザードマップ 

参考資料様式 1 施設概要 

 



 

 

 

1
3 

様式 1 

 

 

１ 地域の概要 

(1)地域名 鳥栖市  (2)地域内人口 74,229 人 (3)地域面積 71.72 ㎞ 2 

(4)構成市町村等名 鳥栖市 (5)地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他 

(6)構成市町村に一部事務組合等が 

  含まれる場合、当該組合の状況 

-      

-       

 

２ 一般廃棄物処理施設の状況と更新、廃止、新設の予定 

(1)現有施設リスト 

施設種別 施設名 事業主体 
型式及び 

処理方式 

処理能力 

（単位） 

竣工 

年月 

廃止または休止 

（予定）年月 

解体（予定） 

年月 

想定される浸水深 

と対策※ 
備考 

ご み 焼 却

施設 

鳥栖市衛生処理

場 
鳥栖市 

全連続燃焼式

ストーカ炉 
120t/日 S51 年 4 月 H17 年 3 月廃止済 R7 年 1 月 

(想定最大（計画）浸水深

GL+3.0～5.0m 未満) 

浸水対策なし（ヒアリング

により過去に浸水した形跡

は確認されていない） 

施設の老朽

化 

ご み 焼 却

施設 

鳥栖・三養基西

部環境施設組合

溶融資源化セン

ター 

鳥栖・三養

基 西 部 環

境 施 設 組

合 

全連続燃焼式

シャフト炉型

ガス化溶融炉 

132t/日 H16 年 3 月 R6 年 3 月廃止済 R7 年 1 月 
ハザードマップにおいて浸

水は想定されていない 

施設の老朽

化 

リ サ イ ク

ル セ ン タ

ー 

鳥栖・三養基西

部環境施設組合

リサイクルプラ

ザ 

鳥栖・三養

基 西 部 環

境 施 設 組

合 

破砕・選別・圧

縮・梱包方式 
47t/日 H16 年 3 月 R11年 3 月廃止予定 未定 

ハザードマップにおいて浸

水は想定されていない 

R6 年 4 月～

R11 年 3 月 

佐賀県東部

環境施設組

合が借り受

けて利用予

定 

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表 1 



 

 

 

1
4 

ご み 焼 却

施設 

エネルギー回収

型廃棄物処理施

設 

佐 賀 県 東

部 環 境 施

設組合 

全連続燃焼式

ストーカ炉式 

約 172t/

日 
R6 年 3 月 R36年 3 月 未定 

(想定最大（計画）浸水深

GL+3.0～5.0m 未満) 

GL+3.0m までの盛土、1 階部

分の外壁は RC 造とすると

ともに防水扉を設置。 

プラットホーム、電気室、中

央制御室、タービン発電機

などの重要設備は 2 階以上

に設置。 

 

※ 参考として、ハザードマップを添付した（添付資料④）。 

(2)更新（改良）・新設施設リスト 

施設種別 施設名 
事業 

主体 

型式及び 

処理方式 

処理能力 

（単位） 

竣工予定 

年月 

更新（改

良）・ 

新設理由 

廃焼却施設の解体

の有無 

(解体施設の名称) 

廃焼却施設解体事業 

着手（予定）年月 

完了（予定）年月 

想定される浸水深 

と対策※ 

プラスチック再商

品化を実施するた

めの施設整備事業 

備考 

マテリア

ルリサイ

クル推進

施設 

（仮称）資源

物等ストッ

クヤード 

鳥栖市 - 約 600m2 R8 年 12 月 

地域内の

適正なご

み処理の

実施、資

源物回収

の推進 

有 

(鳥栖市衛生処理

場) 

着手予定：R7年 1 月 

完了予定：R8年 4 月 

(想定最大（計画）

浸水深 GL+3.0～

5.0m 未満) 

浸水が想定される

場合には施設を閉

鎖する 

〇  

※ 参考として、ハザードマップを添付した（添付資料④）。 
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３ 一般廃棄物処理の現状と目標 

指標・単位 

年 

過去の状況・現状（総排出量に対する割合） 目標 

平成 30 年

度 

令和元年

度 

令和 2 年

度 

令和 3 年

度 

令和 4 年

度 

令和 5 年

度 

令和 11 年度 

排出量 

事業系 総排出量(トン) 9,386 9,291 8,700 8,491 9,447 

集計中 

9,256 (R4 比 -2.0%) 

 １事業所当たりの排出量(トン/事業

所) 

2.37 2.36 2.23 2.22 2.60 2.33 (R4 比 -10.4%) 

生活系 総排出量(トン） 17,460 17,645 18,044 17,618 16,839 17,141 (R4 比 1.8%) 

 1 人当たりの排出量(kg/人) 219.1 222.1 226.1 220.0 209.5 203.9 (R4 比 -2.7%) 

合計 事業系生活系の総排出量合計(トン) 26,846 26,936 26,744 26,109 26,286 26,397 (R4 比 0.4%) 

再生利用量 
直接資源化量(トン) 1,357 1,501 1,376 1,471 1,264 

集計中 
1,650 (6.3%)  

総資源化量(トン) 6,849 6,904 6,727 6,667 6,073 6,777 (25.0%)  

エネルギー 

回収量 
エネルギー回収量 

(年間の発電電力量：MWh) 8,952 9,233 9,017 9,240 8,754 集計中 24,900   

(年間の熱利用量：GJ) - - - - - - -   

最終処分量 埋立最終処分量(トン) 0 105 330 332 383 集計中 0 (0.0%)  

※1 端数処理により割合・合計が合わないことがある。 
※2 エネルギー回収量は施設全体の値。 

 

  



 

 

 

1
6 

 

  

様式　２

単位 開始 終了
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度
令和

10年度
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度
令和

10年度

1,442,100 38,335 937,450 466,315 1,385,884 29,505 904,271 452,108

1 鳥栖市 約600m2 R6 R8 1,442,100 38,335 937,450 466,315 1,385,884 29,505 904,271 452,108

1,442,100 38,335 937,450 466,315 0 0 1,385,884 29,505 904,271 452,108 0 0

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２

事　業　種　別

事業
番号

事業主体
名　　　称

規　模
事業期間
交付期間

総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備考

事　業　名　称

○マテリアルリサイクル推進等に関する事業

（仮称）資源物等ストックヤード整備事業

合     　　計
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（添付資料①） 対象地域図 
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（添付資料②） トレンドグラフ 

 

 

人口の現状と将来予測 

 

 
事業所数の現状と将来予測   

73,446 73,691 73,839 73,838 74,229 75,225 75,458 75,691 75,818 75,945 76,072 76,199

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

人
口
（
人
）

年度

現状 将来

※市制施行当初からの企業誘致施策や、昭和中期を中心とした「働く場所づくり」、「計画的な

インフラ整備」の推進により、人口は増加傾向となっている。

3,063 3,063 3,063 3,078 3,078 3,078 3,078 3,078 3,078 3,078 3,078 3,078

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

事
業
所
数
（
事
業
所
）

年度

現状 将来

※事業所数は人口動態や社会情勢の影響による予測が困難なことから、R3年度以降はR3年経済センサスに

よる実績値で一定に推移するものとした。
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ごみ総排出量の現状と将来予測 

 

 

事業系ごみ 1事業所当たり排出量（資源ごみ除く）の現状と将来予測 

  

26,846 26,936 26,744 26,109 26,286 26,585 26,514 26,487 26,464 26,444 26,419 26,397

794 742 645 634 622 756 759 760 763 763 764 764

27,640 27,678 27,389 26,743 26,908 27,341 27,273 27,247 27,227 27,207 27,183 27,161

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

ご
み
排
出
量
（

t/
年
）

年度
事業系・生活系総排出量 集団回収量

現状 将来

2.37 2.36
2.23 2.22

2.60
2.41 2.39 2.38 2.39 2.37 2.35 2.33

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

1
事
業
所
当
た
り
排
出
量
（

t/
事
業
所
）

（
資
源
ご
み
除
く
）

年度

現状 将来
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生活系ごみ 1人当たり排出量（資源ごみ除く）の現状と将来予測 

 

  

総資源化量の現状と将来予測 

  

219.1 222.1 226.1
220.1

209.5 208.3 207.1 205.9 204.8 204.5 204.2 203.9
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ご
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年度

現状 将来

6,849 6,904 6,727 6,667

6,073

6,890
6,670 6,693 6,710 6,740 6,760 6,777
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9,000
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総
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最終処分量の現状と将来予測  

105

330 332

383

106

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

最
終
処
分
量
（

t/
年
）

年度

現状 将来

R6年度以降は、新施設の稼働に伴い

埋立量0となる見込み

現状：溶融資源化センターで残渣（リサイクルプラザより発生）を含め溶融し、溶融飛灰、スラグ

をセメント原料等で資源化しているが、災害等により溶融飛灰の受入施設への搬入が不能に

なった際の事業継続のためのバックアップ体制を整えるため、令和元年度より、生成される

溶融飛灰の約 10％を最終処分している。 

今後：令和 6 年度以降は新施設の稼働に伴い、発生する焼却残渣は資源化を行う計画であるため埋

立量はゼロとなる見込みである。 
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（添付資料③） 地域内施設の状況と予定（位置図）  

・対象施設（鳥栖市内） 

 

出典：「地理院地図」

エネルギー回収型廃棄物処理施設 
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・対象施設（みやき町内） 

 
出典：「地理院地図」  
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（添付資料④） ハザードマップ 

  

：エネルギー回収型廃棄物処理施設 
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【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 
 

都道府県名 佐賀県        
 

(1) 事業主体名    鳥栖市 

(2) 施設名称 （仮称）資源物等ストックヤード 

(3) 工期   令和 6 年度 ～ 令和 8 年度 

(4) 施設規模  約 600m2 

(5) 処理方式 資源物等の一時貯留 

(6) 地域計画内の役割 
   

地域内の適正なごみ処理の実施、資源物回収の推進。 

(7) 廃焼却施設解体工事  
の有無 

  ○有    無 

 
 「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物 

スチール缶、アルミ缶、スプレー缶、一升ビン、ビールビン、カレット、

ペットボトル、家庭用廃食用油、金物、われもの、蛍光管、乾電池、段ボ

ール、新聞紙、雑誌、牛乳パック、古繊維、その他プラ、白色トレイ、発

泡スチロール、プラスチック使用製品 

 
 「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9) 容器包装リサイク   
ル推進施設の内訳  

 

 
                                                                                                 
 「灰溶融施設」を整備する場合                                                                   

(10) スラグの利用計画  

                                                                                                 
 

(11)総事業計画額 ※1 
1,442,100千円 

うち、交付対象事業費  1,385,884千円 

※1 解体工事とストックヤード建設工事を一体で発注 

 

 


